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（総　則）

第1条　令和7年度松江市ガス事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第2条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 供給戸数 戸

(2) 年間供給量 ｍ3

(3) 一日平均供給量 ｍ3

(4) 液化石油ガス需要家戸数 戸

(5) 液化石油ガス年間販売量 ｍ3

(6) 主要な建設改良事業

イ 比津ヶ丘市道比津ヶ丘1号線外5線ガス管改良工事 千円

ロ 北田町国道431号ガス管改良工事（その５） 千円

（収益的収入及び支出）

第3条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第1款 ガス事業収益 千円

第1項 営業収益 千円

第2項 営業雑収益 千円

第3項 附帯事業収益 千円

第4項 営業外収益 千円

第5項 特別利益 千円

第1款 ガス事業費用 千円

第1項 営業費用 千円

第2項 営業雑費用 千円

第3項 附帯事業費用 千円

第4項 営業外費用 千円

第5項 特別損失 千円

第6項 予備費 千円

（資本的収入及び支出）

第4条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

第1款 ガス事業資本的収入 千円

第1項 企業債 千円

第2項 工事負担金 千円

令和7年度松江市ガス事業会計予算

159,813

収　　　　　　　　入

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

11,787

7,907,238

21,664

2,050

1,838,788

488,912.5

2,201,733

14,695 千円、過年度分損益勘定留保資金 285,775 千円で補填するものとする。)。

257,537

47,345

1

17,577

1

1,100

1,992,986

1,630,100

57,139

138,100

21,713

に対し不足する額 300,470 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

20,885

47,109

51,119

294,248

－ 1 －



第1款 ガス事業資本的支出 千円

第1項 建設改良費 千円

第2項 企業債償還金 千円

（企業債）

第5条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第6条　一時借入金の限度額は、300,000 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第7条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 営業費用、営業雑費用、附帯事業費用及び営業外費用の相互間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第8条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 職員給与費 千円

(2) 交際費 千円

（他会計からの補助金）

第9条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 千円である。

（棚卸資産購入限度額）

第10条 棚卸資産の購入限度額は、1,187,249 千円と定める。

令和7年2月25日提出

松江市長

3,020

利率

460,283

181,176

279,107

償還の方法

50

ガス建設改良事業 138,100 千円
普通貸借又は
証券発行

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場
合には、その債権者と協定す
る融資条件による。ただし、
財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は繰
上償還もしくは低利債に借換
えすることができる。

年3.5%以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率とする。）

上定  昭仁

支　　　　　　　　出

起債の目的 限度額

341,943

起債の方法

－ 2 －



1　資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

・株券 原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 移動平均法による原価法

2　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産 定額法

（2）無形固定資産 定額法

3　引当金の計上基準

（1）退職給付引当金

（2）賞与引当金・法定福利費引当金

（3）貸倒引当金

（4）特別修繕引当金

4　その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

（1）消費税及び地方消費税の会計処理

（2）リース取引の処理方法

重要な会計方針に係る事項に関する注記

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給

翌年度6月の職員の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当の支給に伴い

発生する法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

係る方法に準じた会計処理によっている。

額に相当する額を計上している。

している。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額

を計上している。

原則１５年ごとに行う球形ガスホルダーの検査・修繕に要する費用の支払

いに備えるため、前年度の引当金額に当年度の負担に属する金額を加算した

金額（前回実績額の１５分の１０）を計上している。

－ 3 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1 うち消費税及び地方消費税

1 うち消費税及び地方消費税

1

2 うち消費税及び地方消費税

1

2

3 うち消費税及び地方消費税

1

2

3

4 うち消費税及び地方消費税

1

2

3

4

5

6

5

1

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1 うち消費税及び地方消費税

1 うち消費税及び地方消費税

1

2

3

2 うち消費税及び地方消費税

1

2

3 うち消費税及び地方消費税

1

2

3

営 業 雑 収 益

附帯事業収益

51,119

294,248

長期前受金戻入 5,481

営 業 雑 費 用

附帯事業費用

機 器 販 売 費 46,787

受 注 工 事 費 322

液 化 石 油
ガ ス 販 売 費

239,943

受 注 工 事 費 111

供 給 販 売 費 554,658

製 造 費 954,431

受 注 工 事 収 益

機 器 販 売 収 益

受 取 利 息

特 別 利 益

1,992,986

一 般 管 理 費 121,011

令和7年度松江市ガス事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入

製 品 売 上

備　　　　　考予 定 額

1

167,162

目項

液化石油ガス売上

36

ガス事業収益

30,993

営 業 費 用 1,630,100 20,494

ガス事業費用

款

営 業 収 益

営 業 外 収 益

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

過年度損益修正益

275,792

17,577

支　　　　　　　　　　出

款 項 目 予 定 額 備　　　　　考

受 注 工 事 収 益 105

機 器 販 売 収 益 18,351

国 庫 補 助 金 3,331

県 補 助 金 2,544

機 器 販 売 費 17,483

2,201,733 198,780

1,838,788

1,838,788

4,644

26,747

47,109 4,280

588

50,531

6,119257,537

3,165

3,020

1

227

－ 4 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

款 項 目 予 定 額 備　　　　　考

4

1

2

3

5

1

6 うち消費税及び地方消費税

1

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1

1

1

2

1

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1 うち消費税及び地方消費税

1 うち消費税及び地方消費税

1

2

2

1 企 業 債 償 還 金 279,107

企業債償還金 279,107

改 良 費 135,168

拡 張 費 46,008

14,695

建 設 改 良 費 181,176 14,695

ガ ス 事 業
資 本 的 支 出

460,283

支　　　　　　　　　　出

款 項 目 予 定 額 備　　　　　考

工 事 負 担 金 21,713

工 事 負 担 金 21,713

企 業 債 138,100

企 業 債 138,100

ガ ス 事 業
資 本 的 収 入

159,813

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入

款 項 目 予 定 額 備　　　　　考

過年度損益修正損 1

100

予 備 費 1,100

予 備 費 1,100

特 別 損 失 1

1

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

45,163

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

11,975

雑 支 出

営 業 外 費 用 57,139

－ 5 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

特別修繕引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

製品の増減額（△は増加）

棚卸資産の増減額（△は増加）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

工事負担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出

建設改良費の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

300,000

△ 300,000

6,185

1,557

70

730

△ 531

△ 166,483

21,713

△ 144,770

297,899

36

△ 11,975

285,960

429,444

429,627

138,100

△ 279,107

△ 141,007

183

△ 5,481

△ 36

11,975

5,739

△ 2,027

△ 4,890

14,904

37

令和7年度松江市ガス事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

86,123

183,650

△ 106

－ 6 －



1　総　括

※（　　）は短時間勤務職員数で外数

　　

ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　　）は短時間勤務職員数で外数

　　

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

比　較 0
(△ 1)

0 △ 1,538 △ 10,928 △ 12,466

給　与　費　明　細　書

区　　　　分

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

引当金
繰入額

合　計
特別職 一般職 報酬 給　料 手　当 計

(人) (人) (千円) (千円)

51,109 27,079 341,943
32

前年度 1
(11)

0 172,813 103,408

本年度 1
(10)

0 171,275 92,480 263,755

△ 428 297 △ 12,597
△ 1

276,221 51,537 26,782 354,540
33

手 当 の

内　　訳

区　　分
通勤手当

時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当

本年度 7,154 3,020 6,185

本年度 2,314 12,504 28,319 20,951

比　　較 △ 105 790 336 △ 806

管 理 職
手　　当

扶養手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

2,399 4,962 2,289 2,383

前年度 2,419 11,714 27,983 21,757 2,247 4,693 2,241 2,227

手　当 計

152 269 48 156

区　　分

宿 日 直
手　　当

児童手当 退職手当

(千円) (千円) (千円)

報酬 給　料

前年度 7,124 2,180 18,823

比　　較 30 840 △ 12,638

(千円) (千円) (千円)

本年度 1
(1)

0 155,010 86,624 241,634

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　　　　分

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

引当金
繰入額

合　計
特別職 一般職

比　較 0
(0)

0 △ 1,372

48,274 24,767 314,675
32

前年度 1
(1)

0 156,382 96,992

△ 10,368 △ 11,740 △ 289 287 △ 11,742
△ 1

253,374 48,563 24,480 326,417
33

手 当 の

内　　訳

区　　分
通勤手当

時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当

本年度 7,154 3,020 6,185

管 理 職
手　　当

扶養手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

前年度 2,052 10,842 25,616 18,947 2,247 4,693 2,241

本年度 1,967 11,642 26,064 18,559 2,399 4,962 2,289 2,383

区　　分

宿 日 直
手　　当

児童手当 退職手当

(千円) (千円) (千円)

2,227

比　　較 △ 85 800 448 △ 388 152 269 48 156

前年度 7,124 2,180 18,823

比　　較 30 840 △ 12,638

－ 7 －



イ　会計年度任用職員

※（　　）は短時間勤務職員数で外数

　　

2　給料及び手当の増減額の明細

※会計年度任用職員を除く

計

法　定
福利費

引当金
繰入額手　当

(千円) (千円) (千円)

本年度 0
(9)

0 16,265 5,856 22,121

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　　　　分

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費
合　計

特別職 一般職 報酬 給　料

2,835 2,312 27,268
0

前年度 0
(10)

0 16,431 6,416 22,847 2,974 2,302 28,123
0

本年度 347 862 2,255 2,392

比　較 0
(△ 1)

0 △ 166 △ 560 △ 726 △ 139 10 △ 855
0

区　　分
増 減 額 増　減　事　由　別　内　訳

説　　明

前年度 367 872 2,367 2,810

手 当 の

内　　訳

区　　分
通勤手当

時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

備　　考
(千円) (千円)

比　　較 △ 20 △ 10 △ 112 △ 418

昇給に伴う増加分 1,217
平均昇給率　0.8％
該当職員数　23人

給　　料 △ 1,372
給与改定に伴う増減分 2,023 給与改定率　1.4％

その他の増減分 △ 4,612
職員構成の変動（会計間の
異動）等による減

手　　当 △ 10,368

制度改正に伴う増減分 1,503
給与改定による
期末勤勉手当支給月数の改
正による増

特別職期末手当支給月数
0.05月増
一般職期末勤勉手当支給月
数
0.1月増
再任用期末勤勉手当支給月
数
0.05月増

その他の増減分 △ 11,871
職員構成の変動（会計間の
異動）等による減

－ 8 －



3　給料及び手当の状況

(1) 職員1人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

※会計年度任用職員を除く

(2) 初任給

※会計年度任用職員を除く

(3) 級別職員数

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

※（　　）は短時間勤務職員数で外数

※会計年度任用職員を除く

　(級別の基準となる職務)

令和 7年 1月 1日現在

平均給料月額 369,385

平均給与月額 449,750

平 均 年 齢 49.08

区　　　　　　　　　　分 企　業　職

区　　　分 企　業　職 (円)
一般会計の制度

行　政　職 (円)

高　校　卒 188,000 188,000

令和 6年 1月 1日現在

平均給料月額 362,331

平均給与月額 443,017

平 均 年 齢 48.10

大　学　卒 220,000 220,000

級

本年度 前年度

企　　業　　職 企　　業　　職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

1級
1 3.1 1 3.0

2級
1 3.1 1 3.0

3級
1 100.0 1 100.0

2 6.3 2 6.1

4級
14 43.7 15 45.5

5級
11 34.4 11 33.3

6級
1 3.1 2 6.1

7級
2 6.3 1 3.0

計
1 100.0 1 100.0

32 100.0 33 100.0

6　級 7　級

企　業　職
主 事

技 師

主 任 主 事

主 任 技 師
副 主 任 主 任

課 長 補 佐
指 導 監
主 幹

課 長
技 術 専 門 監
室 長

局 次 長
技 術 専 門 監

区　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級
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(4) 昇給

(A)

(B)

(A)

(B)

※会計年度任用職員を除く

(5) 特殊勤務手当

※会計年度任用職員を除く

(6) 期末手当・勤勉手当

ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率

イ　会計年度任用職員

 1 号 給 (人) 0

 2 号 給 (人) 0

区　　　　　　　　　分 企　業　職

本
　
年
　
度

職 員 数 (人) 33

昇 給 に 係 る 職 員 数 (人) 23

号給数別内訳

 6 号 給 (人) 0

 8 号 給 (人) 0

 3 号 給 (人) 0

 4 号 給 (人) 23

比 率 　 (B)/(A) (％) 69.7

前
　
年
　
度

職 員 数 (人) 34

昇 給 に 係 る 職 員 数 (人)

0

 4 号 給 (人) 25

 6 号 給 (人) 0

25

号給数別内訳

 1 号 給 (人) 0

 2 号 給 (人) 0

 3 号 給 (人)

区　　　　　　　　　分 企　業　職

 給 料 総 額 に 対 す る 比 率　　　(％) 1.6

 支 給 対 象 職 員 の 比 率　　　 　(％)
90.9

 　　（令和 7年 1月 1日現在）

 8 号 給 (人) 0

比 率 　 (B)/(A) (％) 73.5

12月(月分)

本　年　度
( 1.200 ) ( 1.200 ) ( 2.400 )

有

 支給対象職員1人当たり平均支給月額 (円) 6,603

 特　殊　勤　務　手　当　の　名　称 保安手当、資格選任手当

区　　　分
支給期別支給率 支給率計

(月分)
 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　　考
6月(月分)

2.250 2.250 4.500

一般会計の制度
( 1.200 ) ( 1.200 ) ( 2.400 )

2.300 2.300 4.600

前　年　度
( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.350 )

有

6月(月分) 12月(月分)

本　年　度 2.3000 2.3000 4.600

有
2.300 2.300 4.600

区　　　分
支給期別支給率 支給率計

(月分)
 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　　考

一般会計の制度 2.3000 2.3000 4.600 無

無

前　年　度 1.7125 1.7125 3.425 無

－ 10 －



(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(8) その他の手当

※扶養手当・住居手当は会計年度任用職員には支給しない

備　　　考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職
 特例措置
 (2%～20%加算)

区　　　分
20年勤続の者

(月分)
25年勤続の者

(月分)
35年勤続の者

(月分)
最 高 限 度

(月分)
そ の 他 の
加 算 措 置 等

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

区　　　分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職
 特例措置
 (2%～20%加算)
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（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

1

(1)

(2)

イ

ロ

(3)

イ

2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

3

(1)　

イ

(2)

イ

ロ

4

(1)　

イ

(2)

(3)

イ

ロ

(4)

77,799

△ 151

15,566

452,826

606,631

資 産 合 計 3,144,278

流 動 負 債

負　　債　　の　　部

企 業 債

543,061

流 動 資 産 合 計

4,704

引 当 金

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

引 当 金 合 計

預 り 金

未 払 金

流 動 負 債 合 計

281,477

令和7年度松江市ガス事業予定貸借対照表
（令和8年3月31日）

資　　産　　の　　部

投 資 合 計

2,523,574

6,880

13,887,089

△ 11,363,515

ソ フ ト ウ ェ ア

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

329

有 形 固 定 資 産 合 計 2,523,574

7,193

6,864

6,880投 資 有 価 証 券

投 資

1,819,378

281,477

4,648

24,060

28,708

228,172

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

引 当 金 合 計

建設改良費等の財源に

充てるための企業債 1,366,552

企 業 債 合 計 1,366,552

437,260

企 業 債 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 77,648

未 収 金

現 金 預 金

製 品

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

96,474貯 蔵 品

前 払 金 94

429,627

2,788

2,537,647

賞 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計
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5

(1)

6

7

(1)

イ

(2)

イ

○賞与引当金の取崩し

　　

　

○法定福利費引当金の取崩し

取崩し、使用する。

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

△ 1,524,639

本年度の期末、勤勉手当には賞与引当金 23,330千円を取崩し、使用する。

資　　本　　の　　部

488,888

177,419

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計 173,875

173,875

3,544

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

剰 余 金

3,144,278負 債 資 本 合 計

666,307

2,477,971

当年度未処分利益剰余金

115,532

本年度の期末、勤勉手当の支給に伴う法定福利費を支出するため、法定福利費引当金 4,578千円を

3,544

1,640,171

繰 延 収 益
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（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

1

(1)

2

(1)

(2)

(3)

(4)

3

4

5

(1)

(2)

6

(1)

(2)

7

(1)

(2)

(3)

8

(1)

(2)

(3)

9

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

10

(1)　

(2)

11

(1)　

12

(1)　

13

(1)　

823,182

5,202

45,485

2,113

229,730

70

13,840

6,365

223,865

10

13,400

243,640

237,275

940

50,287 51,227

290

48,824 49,114

821,013

2,945

機 器 販 売 収 益

受 注 工 事 費

売 上 原 価

期 首 棚 卸 高

当 期 製 品 製 造 原 価

当 期 製 品 自 家 使 用 高

期 末 棚 卸 高

受 注 工 事 費

機 器 販 売 費

機 器 販 売 収 益

液 化 石 油 ガ ス 販 売 費

事 業 利 益

売 上 総 利 益

74,266

過 年 度 損 益 修 正 損

127,229

△ 1,000

0

県 補 助 金

受 取 利 息

長 期 前 受 金 戻 入 7,547

13,291

雑 支 出 154 13,445

当 年 度 純 利 益

予 備 費 1,000 1,000

予 備 費

1 1

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益 1 1

特 別 損 失

4,282

39,477

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 87,752

前 年 度 繰 越 欠 損 金

経 常 利 益

営 業 外 収 益

供 給 販 売 費

一 般 管 理 費

営 業 雑 収 益

87,711

営 業 外 費 用

128,229

支払利息及び企業債取扱諸費

817,980

36

雑 収 益 2,283

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

10,749

62,814

令和6年度松江市ガス事業予定損益計算書
（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

2,169

製 品 売 上

1,496,885

678,905

633,420

53,963

ガ ス 売 上

附 帯 事 業 収 益

附 帯 事 業 費 用

1,496,885

営 業 雑 費 用

2,257

516,594

116,826

機 器 販 売 費

液 化 石 油 ガ ス 売 上

受 注 工 事 収 益

営 業 利 益

受 注 工 事 収 益
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（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

1

(1)

(2)

イ

ロ

(3)

イ

2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

3

(1)　

イ

(2)

イ

ロ

4

(1)　

イ

(2)

(3)

イ

ロ

(4)

2,560,553

令和6年度松江市ガス事業予定貸借対照表
（令和7年3月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 13,845,334

電 話 加 入 権 329

ソ フ ト ウ ェ ア 10,237

投 資

投 資 有 価 証 券 6,880

投 資 合 計 6,880

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 10,566

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,302,227 2,543,107

有 形 固 定 資 産 合 計 2,543,107

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金 72,652

製 品 2,257

貯 蔵 品 94,447

流 動 資 産

現 金 預 金 429,444

未 収 金 72,909

△ 257

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債 1,509,929

前 払 金 94

流 動 資 産 合 計 598,894

資 産 合 計 3,159,447

1,955,013

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計 1,509,929

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 431,075

特 別 修 繕 引 当 金 14,009

建設改良費等の財源に

充てるための企業債 279,107

企 業 債 合 計 279,107

未 払 金 213,268

引 当 金 合 計 445,084

固 定 負 債 合 計

27,908

預 り 金 4,667

流 動 負 債 合 計 524,950

引 当 金

賞 与 引 当 金 23,330

法 定 福 利 費 引 当 金 4,578

引 当 金 合 計
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5

(1)

6

7

(1)

イ

(2)

イ

繰 延 収 益

負 債 合 計 2,579,263

資　　本　　の　　部

資 本 金 488,888

剰 余 金

長 期 前 受 金 1,618,458

収 益 化 累 計 額 △ 1,519,158

繰 延 収 益 合 計 99,300

当年度未処分利益剰余金 87,752

利 益 剰 余 金 金 合 計 87,752

剰 余 金 合 計 91,296

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金 3,544

資 本 剰 余 金 合 計 3,544

利 益 剰 余 金

資 本 合 計 580,184

負 債 資 本 合 計 3,159,447
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

うち消費税及び地方消費税

うち消費税及び地方消費税

㎥

うち消費税及び地方消費税

うち消費税及び地方消費税

㎥

うち消費税及び地方消費税

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

うち消費税及び地方消費税

うち消費税及び地方消費税

人　件　費

職　　　員

営 業 外 収 益

受 注 工 事 収 益

受 取 利 息

雑 収 益

製 造 費

9,133

2,011

手 当 等

款　　　項

1

ガス事業費用

過年度損益修正益

目 予　定　額

支　　　　　　　　　　出

3,020

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入 5,481

1

227

長期前受金戻入 5,481

3,165雑 収 益

原 料 費

954,431

3,020

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息 36

36

3,165

1,630,100営 業 費 用

他 会 計 補 助 金

令和7年度松江市ガス事業会計予算明細書

製 品 売 上

液化石油ガス売上

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入

ガ ス 売 上 1,838,788

198,780

7,907,238

167,162営 業 収 益

款　　　項 予　定　額目
明　　　　　　　　　　細

ガス事業収益

営 業 雑 収 益

附帯事業収益

1,838,788

1,838,788

588受 注 工 事 収 益

機 器 販 売 収 益

4,644

26,747

備　　　　　考

2,201,733

275,792

588

金　　額節

488,912.5

50,531

液化石油ガス売上

受 注 工 事 収 益

51,119

機 器 販 売 収 益 50,531

294,248

17,577

275,792

機 器 販 売 収 益 18,351

受 注 工 事 収 益

機 器 販 売 収 益 18,351

105

105

30,993

明　　　　　　　　　　細

1,992,986

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

備　　　　　考

5,072

2,840

1,323

20,494

18,636

2人

金　　額

国 庫 補 助 金 3,331

国 庫 補 助 金 3,331

県 補 助 金 2,544

県 補 助 金 2,544

901,889

給 料

加 熱 燃 料 費

1

過年度損益修正益

節
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

款　　　項 予　定　額目
明　　　　　　　　　　細

備　　　　　考金　　額節

人　件　費

職　　　員

うち会計年度任用職員

人　件　費

職　　　員

(管理者含む)

うち会計年度任用職員

24人

145,045

29,957

26

1,758

2,216

2,191

賃 借 料

3人

負 担 金

自 動 車 重 量 税

196,902

100

保 険 料

939

5,324

17,688

96

139

賞与引当金繰入額

手 当 等

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

減 価 償 却 費

貸倒引当金繰入額

固定資産除却費

法 定 福 利 費

6人

12人

79,27338,864

広 告 費

給 料

材 料 費

121,011

2,115

需 要 開 発 費

消 耗 品 費

68,912

1,557

6,221

修 繕 費

通 信 運 搬 費

52,821

4,805

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

特 別 修 繕
引 当 金 繰 入 額

委 託 料

手 数 料 3,990

554,658

10,273

155

26,671

763

14,041

2,759

1,205

30,363

50,166

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

厚 生 福 利 費

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

燃 料 費

3,964

1,822

6

2,420

1,036

光 熱 水 費

委 託 料

修 繕 費

9

消 耗 品 費

被 服 費

手 当 等

自 家 使 用 ガ ス

固定資産除却費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

被 服 費

通 信 運 搬 費

供 給 販 売 費

厚 生 福 利 費 124

268

△ 4,110

厚 生 福 利 費

退 職 給 付
引 当 金 繰 入 額

6,185

7,013

給 料

644

99,573

25,965減 価 償 却 費

旅 費

458

683

一 般 管 理 費

燃 料 費 15

－ 18 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

款　　　項 予　定　額目
明　　　　　　　　　　細

備　　　　　考金　　額節

うち消費税及び地方消費税

うち消費税及び地方消費税

人　件　費

職　　　員

研 修 費

消 耗 品 費

原 料 費

保 険 料

附帯事業費用

営 業 雑 費 用

加 熱 燃 料 費

手 数 料

26,084

5,181

527

機 器 販 売 原 価

322

負 担 金

553

賃 借 料 6,754

厚 生 福 利 費

委 託 料

手 当 等

給 料 14,307

6,509

47,109

819

固定資産除却費

3,796

被 服 費

2,017

408

消 耗 品 費

7

6

82広 告 費

545

1,132

999

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

3人

239,943

525

法 定 福 利 費 4,352

185

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

広 告 費 136

2,995

194

322

委 託 料

150,894

減 価 償 却 費

4,280

負 担 金

委 託 料 13,547

76

142

27,593

貸倒引当金繰入額

6,119257,537

賃 借 料

858

16

358

691

通 信 運 搬 費

光 熱 水 費

33,240

修 繕 費

291

受 注 工 事 費 111

1,161

1,696

50

燃 料 費

交 際 費

受 注 工 事 費

26,528

手 数 料

機 器 販 売 費

自 動 車 重 量 税

保 険 料

需 要 開 発 費

修 繕 費 8,451

材 料 費 11

9,645

844

工 事 請 負 費 100

液化石油ガス販売費

材 料 費

46,787

726

減 価 償 却 費

－ 19 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

款　　　項 予　定　額目
明　　　　　　　　　　細

備　　　　　考金　　額節

うち消費税及び地方消費税 100

11,913

6,177

企 業 債 利 息

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

営 業 外 費 用

委 託 料

57,139

過年度損益修正損 1

予 備 費

1

1,100

1

45,163

62一時借入金利息

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1

予 備 費 1,100

予 備 費 1,100

11,975

雑 支 出

45,163

特 別 損 失

過年度損益修正損

1

雑 支 出

機 器 販 売 費 17,483

機 器 販 売 原 価

11,306

－ 20 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

うち消費税及び地方消費税

うち消費税及び地方消費税

人　件　費

職　　　員45,798

製造設備改良費 504

改 良 費 135,168

供給設備改良費 130,727

供給設備拡張費

拡 張 費

液化石油ガス
設 備 拡 張 費

210

19,539

2人

工 事 負 担 金

款　　　　　項

ガス事業資本的収入

目 予　定　額

21,713

工 事 負 担 金

企 業 債

138,100

明　　　　　　　　　　細

節 金　　額 備　　　　　考

企 業 債

138,100

21,713

14,695

ガス事業資本的支出

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入

節

460,283

支　　　　　　　　　　出

14,695

金　　額

138,100

21,713

159,813

企 業 債

工 事 負 担 金

液化石油ガス
設 備 改 良 費

3,937

款　　　　　項

企業債償還金

46,008

目 予　定　額
明　　　　　　　　　　細

備　　　　　考

建 設 改 良 費 181,176

279,107

企業債償還金 279,107

279,107企 業 債 償 還 金

－ 21 －


